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1.  1.  経営の基本方針経営の基本方針

　　中央物産グループは、これまで築き上げた長年の中央物産グループは、これまで築き上げた長年の信用信用
とと資産を有効に活用し、事業の多角化と、各事業間の相乗資産を有効に活用し、事業の多角化と、各事業間の相乗
効果により、効果により、時代時代の変化にも柔軟に対応し、永続的な事業の変化にも柔軟に対応し、永続的な事業
価値の向上を可能にする企業グループを目指しております。価値の向上を可能にする企業グループを目指しております。
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2.  2.  利益配分に関する基本方針利益配分に関する基本方針

　　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策と当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策と
して位置付け、常に経営基盤の強化して位置付け、常に経営基盤の強化およびおよび将来の事業展開に備将来の事業展開に備
えるための内部留保につとめ、業績に応じた利益還元を安定的えるための内部留保につとめ、業績に応じた利益還元を安定的
かつ継続的に行うことを基本方針としておりますかつ継続的に行うことを基本方針としております。。

　この度、当社は平成　この度、当社は平成2121年年55月月11日開催の取締役会におきまして、日開催の取締役会におきまして、
会社法第会社法第459459条第条第11項に基づく剰余金の配当等を取締役会の決議項に基づく剰余金の配当等を取締役会の決議
に行う旨の定款の定めにより、当社普通株式に行う旨の定款の定めにより、当社普通株式11株につき株につき88円の配円の配

当を実施させていただくことを決議いたしました。当を実施させていただくことを決議いたしました。
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33.  .  主要な事業内容主要な事業内容

　　当社企業集団は、当社企業集団は、子会社を含む子会社を含む88社で構成されており、社で構成されており、主に化粧品・主に化粧品・日用日用

雑貨雑貨などお客様に価値ある商品とサービスを提供し、ヘルス＆などお客様に価値ある商品とサービスを提供し、ヘルス＆ビューティービューティー
の分野において消費者に快適な生活を営んでいただくための、お手伝いをすの分野において消費者に快適な生活を営んでいただくための、お手伝いをす
ることを使命に事業活動を展開しておりますることを使命に事業活動を展開しております。。

　当社　当社は、化粧品・日用雑貨・医療衛生用品などの生活関連用品を、主に国は、化粧品・日用雑貨・医療衛生用品などの生活関連用品を、主に国
内のメーカーから仕入れて、首都圏を中心に関西および東海地区の量販店・内のメーカーから仕入れて、首都圏を中心に関西および東海地区の量販店・
百貨店・有力卸店・専門店などへの卸売を業務としている日用雑貨百貨店・有力卸店・専門店などへの卸売を業務としている日用雑貨事業を展事業を展
開しております。開しております。
　株式会社シービックは、国内および海外から商品を輸入・加工して、主に　株式会社シービックは、国内および海外から商品を輸入・加工して、主に
卸売業者に販売するメーカー事業を展開しております。また、株式会社エナ卸売業者に販売するメーカー事業を展開しております。また、株式会社エナ
スは、中央物産の専売品としてニッチ分野の商品を輸入、開発し、中央物産スは、中央物産の専売品としてニッチ分野の商品を輸入、開発し、中央物産
のマーチャンダイジングにおける高付加価値化に貢献することを目指しておのマーチャンダイジングにおける高付加価値化に貢献することを目指してお
ります。ります。
　株式会社ＣＢフィールド・イノベーションは、小売店の店頭を活性化させ　株式会社ＣＢフィールド・イノベーションは、小売店の店頭を活性化させ
るフィールドマーチャンダイジング請負事業を展開しております。るフィールドマーチャンダイジング請負事業を展開しております。
　前連結会計年度中に紙製品カテゴリーの強化を目的として子会社化した、　前連結会計年度中に紙製品カテゴリーの強化を目的として子会社化した、
アルボ株式会社および株式会社システムトラストに加え、平成アルボ株式会社および株式会社システムトラストに加え、平成2020年年44月に子月に子

会社化した株式会社五色屋は、首都圏を中心に紙製品を主とした日曜雑貨品会社化した株式会社五色屋は、首都圏を中心に紙製品を主とした日曜雑貨品
の卸売事業を展開しております。の卸売事業を展開しております。
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＜中央物産グループ事業系統図＞＜中央物産グループ事業系統図＞
－平成－平成2121年年66月末現在－月末現在－

※は関係会社（連結子会社）であります。

得　　意　　先

（株）エナス
〈商品開発、仕入・販売〉

※

（株）ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄ
〈紙製品卸事業〉

※

（株）五色屋
〈紙製品卸事業〉

※

メ　ー　カ　ー

（株）シービック
〈ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ製品、輸入・販売〉

※

アルボ（株）
〈紙製品卸事業〉

※

（有）ﾏﾐﾛﾝ
※

業務委託

商 品

経営管理
　ｻｰﾋﾞｽ

ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ
　　業務

ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ
　　　　業務

（株）CBﾌｨｰﾙﾄﾞ
　 ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
〈小売業販売支援等〉

※

経営管理
　ｻｰﾋﾞｽ

経営管理ｻｰﾋﾞｽ

商 品

商 品

経営管理
　ｻｰﾋﾞｽ

商 品

中央物産（株）

商 品

商 品 商 品
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中央物産株式会社中央物産株式会社中央物産株式会社

営業本部営業本部営業本部 物流本部物流本部物流本部 管理本部管理本部管理本部 関連会社関連会社関連会社

＜中央物産＜中央物産グループ組織図グループ組織図＞＞

広域第一ＣＳ部広域第一ＣＳ部
広域第二ＣＳ部広域第二ＣＳ部
販売一部販売一部
販売二部販売二部
神奈川支店神奈川支店
東海支社東海支社 静岡支店静岡支店

名古屋支店名古屋支店
関西支社関西支社 大阪支店大阪支店

卸営業部卸営業部
特販営業部特販営業部
（東日本、西日本）（東日本、西日本）

営業企画部営業企画部
カスタマーサポート部カスタマーサポート部
ＭＤ統括部ＭＤ統括部
（ＭＤ一部、ＭＤ二部）（ＭＤ一部、ＭＤ二部）

物流部物流部
システム部システム部

経理部経理部
財務部財務部
総務部総務部
人事部人事部

〈メーカー事業〉〈メーカー事業〉
((株株))シービックシービック

〈中間流通事業〉〈中間流通事業〉
((株株))ＣＢフィールド・イノベーションＣＢフィールド・イノベーション
((株株))エナスエナス
アルボアルボ((株株))
システムトラストシステムトラスト((株株))
((株株))五色屋五色屋

－平成－平成2121年年66月末現在－月末現在－
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＜中央物産＜中央物産グループ事業所一覧＞グループ事業所一覧＞
－平成－平成2121年年66月末現在－月末現在－

つくばロジスティクスセンター

名古屋支店
春日井ロジスティクスセンター
名古屋営業所

関西支社
東大阪ロジスティクスセンター
茨木ロジスティクスセンター

広島営業所

福岡営業所

東扇島ロジスティクスセンター

神奈川支店
伊勢原ロジスティクスセンター

吉田配送センター

東海支店
静岡ロジスティクスセンター

（株）ＣＢフィールド・イノベーション

松戸ロジスティクスセンター

本　社
日本橋アネックス
医薬品備蓄センター

（株）シービック
（株）エナス
アルボ（株）

（株）システムトラスト
（株）五色屋

白岡ロジスティクスセンター
越谷ロジスティクスセンター
埼玉アネックス
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＜＜関係会社の関係会社のご紹介＞ご紹介＞

（事業内容（事業内容））

インターナショナルインターナショナルなパーソナルケア製品なパーソナルケア製品の製の製

造、輸入造、輸入、商品企画および販売を営、商品企画および販売を営んんでおりまでおりま

すす。。全国全国優良卸店（化粧雑貨、医療器具、優良卸店（化粧雑貨、医療器具、薬品薬品

靴付属品等靴付属品等）約）約350350社を通じ、量販店、社を通じ、量販店、薬局・薬局・

薬店薬店、、バラエティストアバラエティストア、、コンビニエンスストコンビニエンススト

アア、、ホームセンターホームセンター等を販路と等を販路としておりますしております。。

（沿　革）（沿　革）

中央中央物産株式会社のメーカー部門の中央物産株式会社のメーカー部門の中央ホームホーム

プロダクツプロダクツ事業部と、子会社（合弁事業部と、子会社（合弁会社）メイ会社）メイ

ベベリリン株式ン株式会社を会社を合併し合併し、平成、平成33年年1010月月1616日に日に

中央中央物産物産株式会社株式会社100100％出資の％出資のメーカーメーカー部門部門のの

子会社子会社としてとして設立し設立し、平成、平成44年年11月月11日日よりより営業営業

をを開始いたしました。開始いたしました。

（（本社所在地本社所在地））

〒〒107107--8545  8545  東京都港区南青山東京都港区南青山22--55--1717

TEL 03TEL 03（（54145414））07770777

FAX 03FAX 03（（54145414））28612861

（主要な販売ブランド）
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（事業内容（事業内容））

家庭紙及び紙製品等、その他石鹸洗剤、化粧品、日用雑貨品の卸売業家庭紙及び紙製品等、その他石鹸洗剤、化粧品、日用雑貨品の卸売業

（沿　革（沿　革））

19531953年　㈱増田紙店を設立年　㈱増田紙店を設立

19631963年　ｳｫﾙﾄ･ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ版権取得年　ｳｫﾙﾄ･ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ版権取得

19711971年　商号をﾔﾏｺ通商㈱に変更年　商号をﾔﾏｺ通商㈱に変更

20022002年　ﾔﾏｺ通商㈱からｱﾙﾎﾞ㈱に商号を変更年　ﾔﾏｺ通商㈱からｱﾙﾎﾞ㈱に商号を変更

　　　　　　　　 大福商事㈱と営業を統合、神奈川ｱﾙﾎﾞ㈱を設立しｱﾙﾏｰｸ㈱大福商事㈱と営業を統合、神奈川ｱﾙﾎﾞ㈱を設立しｱﾙﾏｰｸ㈱

　　　　　　　　 の営業を統合の営業を統合

20032003年　ﾐﾅﾄ商事㈱と営業統合年　ﾐﾅﾄ商事㈱と営業統合

20042004年　神奈川ｱﾙﾎﾞ㈱を合併年　神奈川ｱﾙﾎﾞ㈱を合併

20062006年　㈱佐々島と営業統合年　㈱佐々島と営業統合

20072007年　中央物産㈱の年　中央物産㈱の100100％子会社となる％子会社となる

20082008年　本社を日本橋箱崎町に移転年　本社を日本橋箱崎町に移転

ｵﾘｼﾞﾅﾙ商品（ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ･ｷｬﾗｸﾀｰ）ｵﾘｼﾞﾅﾙ商品（ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ･ｷｬﾗｸﾀｰ）

（本社所在地）（本社所在地）

〒〒103103--0015  0015  東京都中央区日本橋箱崎町東京都中央区日本橋箱崎町4141--1212　　

　　　　　　　　　　　　　日本橋第二ﾋﾞﾙ　　　　　　　　　　　　　日本橋第二ﾋﾞﾙ22ＦＦ

TEL 03TEL 03（（36623662））3548  3548  　　FAX 03FAX 03（（36623662））35533553

（事業内容（事業内容））

家庭紙（ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾄｲﾚｯﾄﾛｰﾙ等）を中心とする家庭紙（ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾄｲﾚｯﾄﾛｰﾙ等）を中心とする

日用雑貨卸売業日用雑貨卸売業

（本社所在地）（本社所在地）

〒〒103103--0015  0015  東京都中央区日本橋箱崎町東京都中央区日本橋箱崎町4141--1212　　

　　　　　　　　　　　　　日本橋第二ﾋﾞﾙ　　　　　　　　　　　　　日本橋第二ﾋﾞﾙ22ＦＦ

TEL 03TEL 03（（32493249））8080  8080  　　FAX 03FAX 03（（32493249））80888088

（沿　革（沿　革））

19841984年　㈱たちばなｾﾚｸﾄ設立年　㈱たちばなｾﾚｸﾄ設立

19871987年　㈱たちばなﾍﾞｽﾄ設立年　㈱たちばなﾍﾞｽﾄ設立

19881988年　㈱たちばなﾒｲﾄ、㈱たちばなｸﾞﾚｲﾄ、年　㈱たちばなﾒｲﾄ、㈱たちばなｸﾞﾚｲﾄ、

㈱たちばなﾌｧｰｽﾄ設立㈱たちばなﾌｧｰｽﾄ設立

19931993年　㈱たちばなｴｲﾄ設立年　㈱たちばなｴｲﾄ設立

19971997年　㈱ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄ設立年　㈱ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄ設立

20072007年　ｸﾞﾙｰﾌﾟ各社を㈱ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄに統合、年　ｸﾞﾙｰﾌﾟ各社を㈱ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄに統合、

　　　　　　　　 中央物産㈱の中央物産㈱の100100％子会社となる％子会社となる

20082008年　本社を日本橋箱崎町に移転年　本社を日本橋箱崎町に移転
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株式会社五色屋株式会社五色屋

（事業内容（事業内容））

ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾄｲﾚｯﾄﾛｰﾙ等の家庭紙、障子紙、襖紙、書道半紙、ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾄｲﾚｯﾄﾛｰﾙ等の家庭紙、障子紙、襖紙、書道半紙、

画仙紙等の和紙、その他化粧品等の日用雑貨卸売業画仙紙等の和紙、その他化粧品等の日用雑貨卸売業

（沿　革（沿　革））

徳川幕府に御用紙を納入、嘉永年間、草染による五色の色紙を製造徳川幕府に御用紙を納入、嘉永年間、草染による五色の色紙を製造

したことに商号の由来。したことに商号の由来。

19481948年　台東区浅草に営業所を開設年　台東区浅草に営業所を開設

19531953年　合成樹脂を融合した｢ﾋﾞﾆｰﾙ障子紙｣の開発に成功、業界年　合成樹脂を融合した｢ﾋﾞﾆｰﾙ障子紙｣の開発に成功、業界

　　　　　　 革新を図る革新を図る

19551955年　浅草営業所を葛飾区堀切に移転年　浅草営業所を葛飾区堀切に移転

19571957年　㈱五色屋を設立年　㈱五色屋を設立

19731973年　現足立区保塚町に営業所・物流ｾﾝﾀｰを開設年　現足立区保塚町に営業所・物流ｾﾝﾀｰを開設

19951995年　現足立区保塚町に本社機能を移転年　現足立区保塚町に本社機能を移転

20072007年　紙卸事業を分割し子会社化、㈱五色屋の商号を継承年　紙卸事業を分割し子会社化、㈱五色屋の商号を継承

20082008年　中央物産㈱の年　中央物産㈱の100100％子会社となる％子会社となる

（本社所在地（本社所在地））

〒〒121121--00720072 東京都東京都足立区保塚町足立区保塚町44--2020

TEL 03TEL 03（（38853885））6011  6011  　　FAX 03FAX 03（（38853885））60706070

本社・物流ｾﾝﾀｰ本社・物流ｾﾝﾀｰ



11

44.  .  経営経営課題課題への取り組みへの取り組み

　当業界におきましては、小売市場における販売競争は、ますます激化　当業界におきましては、小売市場における販売競争は、ますます激化
する状況が続くものと思われます。このような状況下当社グループする状況が続くものと思われます。このような状況下当社グループはは、、
中間流通事業のへの集中化と成長戦略、ならびにキャッシュ・フロー経中間流通事業のへの集中化と成長戦略、ならびにキャッシュ・フロー経
営を重要課題として、次の五つの経営施策を定めて、株主価値を高める営を重要課題として、次の五つの経営施策を定めて、株主価値を高める
高収益体質への改善に努めてまいります。高収益体質への改善に努めてまいります。

①①　　キャッシュ・フローキャッシュ・フロー経営経営の徹底の徹底
　　「キャッシュ・フロー経営」を徹底することにより財務体質の強化を「キャッシュ・フロー経営」を徹底することにより財務体質の強化を
図り、企業価値を高めるとともに株主価値を最大化させてまいります。図り、企業価値を高めるとともに株主価値を最大化させてまいります。

②　②　生産性の向上やコスト改善による収益構造の改革生産性の向上やコスト改善による収益構造の改革
　全ての業務プロセスを根本から見直しローコストに向けた改革を推進　全ての業務プロセスを根本から見直しローコストに向けた改革を推進
する専属プロジェクトを立ち上げて、高収益な企業体質への改善を進めする専属プロジェクトを立ち上げて、高収益な企業体質への改善を進め
てまいります。物流機能においては当社の今後の主力物流拠点として、てまいります。物流機能においては当社の今後の主力物流拠点として、
埼玉県に延べ床面積約埼玉県に延べ床面積約8,000 8,000 坪の『久喜ロジスティクスセンター』を坪の『久喜ロジスティクスセンター』を
平成平成2121年７月に稼動させさらなる物流効率化と、消費者ニーズに適合年７月に稼動させさらなる物流効率化と、消費者ニーズに適合
した品揃えによる店頭への供給力を増強してまいります。した品揃えによる店頭への供給力を増強してまいります。
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③　③　「店頭を基軸」とした、営業活動の強化、および、マーチャンダイ「店頭を基軸」とした、営業活動の強化、および、マーチャンダイ
　　ジング機能強化の組織改革ジング機能強化の組織改革
　ａ）営業活動の強化　ａ）営業活動の強化
　　お客様のニーズを把握して的確に対応するためには　　お客様のニーズを把握して的確に対応するためには““店頭が重要であ店頭が重要であ
　る　る””という考えから、全ての機能や行動を「店頭を基　軸」とした営業という考えから、全ての機能や行動を「店頭を基　軸」とした営業

　活動を展開してまいります。　活動を展開してまいります。
　ｂ）マーチャンダイジング機能の強化　ｂ）マーチャンダイジング機能の強化
　　　　““カテゴリーコントラクターカテゴリーコントラクター””として、「化粧品カテゴリー」「日用として、「化粧品カテゴリー」「日用

　雑貨カテゴリー」「医療衛生用品カテゴリー」に加えて「紙製品カテ　雑貨カテゴリー」「医療衛生用品カテゴリー」に加えて「紙製品カテ
　ゴリー」の品揃えの拡充を図ります。小売業様の購買代行機能を担う　ゴリー」の品揃えの拡充を図ります。小売業様の購買代行機能を担う
　マーチャンダイジング組織を生かして取り組み強化を推進してまいり　マーチャンダイジング組織を生かして取り組み強化を推進してまいり
　ます。さらに将来的には、他業種のカテゴリーも視野に入れ、積極的　ます。さらに将来的には、他業種のカテゴリーも視野に入れ、積極的
　な拡充を図っていく考えであります。　な拡充を図っていく考えであります。

④　④　紙事業の拡充紙事業の拡充
　中間流通機能の主軸の一つである物流機能を一層強化するため、地域　中間流通機能の主軸の一つである物流機能を一層強化するため、地域
に特化した事業展開で最大の配送効率を誇る家庭紙物流と日用雑貨化粧に特化した事業展開で最大の配送効率を誇る家庭紙物流と日用雑貨化粧
品の物流の相乗効果を向上させるとともに、積極的なＭ＆Ａも考慮した品の物流の相乗効果を向上させるとともに、積極的なＭ＆Ａも考慮した
紙事業の拡充を図ってまいります。紙事業の拡充を図ってまいります。
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⑤　⑤　地域卸事業の強化地域卸事業の強化
　消費者起点でもメーカーの商品供給からの視点でも地域密着の独立し　消費者起点でもメーカーの商品供給からの視点でも地域密着の独立し
た小売店、また、そこをサポートする卸店は大変重要な役割を担っておた小売店、また、そこをサポートする卸店は大変重要な役割を担ってお
ります。地域密着型の小売店への商品供給を適切に行うために、地域密ります。地域密着型の小売店への商品供給を適切に行うために、地域密
着型の卸売業者が果たす役割は見直されてきており、効率的・効果的な着型の卸売業者が果たす役割は見直されてきており、効率的・効果的な
サプライチェーンの全体最適の仕組みを研究し、地域卸売業者様との取サプライチェーンの全体最適の仕組みを研究し、地域卸売業者様との取
り組み強化を推進してまいります。り組み強化を推進してまいります。
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＜＜青山・マーチャンダイジング・スタジアム＞青山・マーチャンダイジング・スタジアム＞

　　青山・マーチャンダイジング・スタジアム青山・マーチャンダイジング・スタジアムは、弊社が掲げるは、弊社が掲げる““新中間流通業｢新中間流通業｢カテゴカテゴ
リー・コントラクターリー・コントラクター｣｣””提唱の一環として、得意先小売店様に貢献できる提唱の一環として、得意先小売店様に貢献できるマーチャンマーチャン

ダイジングダイジング機能を体験していただく場所です機能を体験していただく場所です。。
『『鮮度・意外性・期待感』をコンセプトに、実際に商品を手に取って鮮度・意外性・期待感』をコンセプトに、実際に商品を手に取ってもらいもらい『『新しい新しい
切り口切り口』『旬』を体感してもらうと同時に、「』『旬』を体感してもらうと同時に、「CC--CAPCAP」」システムシステムをもとにしたをもとにしたマーチマーチ
ャンダイジングャンダイジング提案と得意先小売店様との提案と得意先小売店様との取り組み取り組みの場として有効的に活用の場として有効的に活用されておされてお
りますります。。

　インポート提案、カテゴリー
提案等のほか、様々な切り口か
ら中央物産独自のマーチャンダ
イジングを提案いたします。
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5.5. 20092009年年33月期月期 決算決算 経営・財政状況経営・財政状況

①① 連結経営成績連結経営成績

　　当連結会計年度におけるわが国の経済は、米国の金融破綻に端を発し、時を経ずにし当連結会計年度におけるわが国の経済は、米国の金融破綻に端を発し、時を経ずにし
てほぼ同時に金融不安や株価低迷が発現するという、これまでにない急速な景気後退にてほぼ同時に金融不安や株価低迷が発現するという、これまでにない急速な景気後退に
見舞われ、現在も先行き不透明感を拭えません。見舞われ、現在も先行き不透明感を拭えません。

　　当業界におきましては、年初に起こった原料高騰による製品価格上昇を機に、消費者当業界におきましては、年初に起こった原料高騰による製品価格上昇を機に、消費者
の節約志向が本格化してきた結果、流通における企業間の価格競争も激化し経営環境はの節約志向が本格化してきた結果、流通における企業間の価格競争も激化し経営環境は
一段と厳しさを増しております。一段と厳しさを増しております。

　こうした大きな変化を踏まえ、企業基盤の強化と企業価値の向上を図るために、昨年　こうした大きな変化を踏まえ、企業基盤の強化と企業価値の向上を図るために、昨年
より当社は五つの施策を柱とした経営方針を定め、中期三ヵ年の初年度として堅実に実より当社は五つの施策を柱とした経営方針を定め、中期三ヵ年の初年度として堅実に実
施してまいりました。施してまいりました。

①　キャッシュフロー経営の確立①　キャッシュフロー経営の確立
　　ストック経営から、キャッシュフロー経営への転換を確立するために、中間流通事　　ストック経営から、キャッシュフロー経営への転換を確立するために、中間流通事
　業への集中・強化のために積極的な投資を行ない、収益の拡大　を図り、キャッシュ　業への集中・強化のために積極的な投資を行ない、収益の拡大　を図り、キャッシュ
　フローを良化してまいりました。　フローを良化してまいりました。
②　生産性の向上やコスト削減による収益構造の改革②　生産性の向上やコスト削減による収益構造の改革
　あるべき生産性の目標を明確に設定し、その上で販管費のムダを削ぎ落とし、筋肉質　あるべき生産性の目標を明確に設定し、その上で販管費のムダを削ぎ落とし、筋肉質
　な企業体質づくりに努めてまいりました。　な企業体質づくりに努めてまいりました。
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③　戦略的③　戦略的M&AM&A等を柱とした成長戦略の推進等を柱とした成長戦略の推進
　　当社の　　当社のM&AM&Aは、単に規模や事業エリアの拡大だけでなく中間流通機能を一層強化は、単に規模や事業エリアの拡大だけでなく中間流通機能を一層強化
　することに重点を置いています。　することに重点を置いています。
　　昨年、子会社化した家庭紙製品卸売業では配送効率を向上させる物流機能を有し　　　昨年、子会社化した家庭紙製品卸売業では配送効率を向上させる物流機能を有し　
　ており、当社グループ収益を向上させる原動力となっております。また、家庭紙製品　ており、当社グループ収益を向上させる原動力となっております。また、家庭紙製品
　卸売業３社は情報システムの統合を短期間で成し遂げ、大幅な業務の効率化と収益力　卸売業３社は情報システムの統合を短期間で成し遂げ、大幅な業務の効率化と収益力
　の向上しました。　の向上しました。
④　物流事業のローコスト化と収益源化④　物流事業のローコスト化と収益源化
　　他企業様の物流を受託できる機能を有して初めて、中間流通業としての存在価値が　　他企業様の物流を受託できる機能を有して初めて、中間流通業としての存在価値が
　あると当社は考えております。　あると当社は考えております。
　　昨年は大手小売業様の関東地区における物流を一手に引き受け、ローコスト化と品　　昨年は大手小売業様の関東地区における物流を一手に引き受け、ローコスト化と品
　質向上を推進してまいりました。また、数多くの企業様にご満足いただける物流機能　質向上を推進してまいりました。また、数多くの企業様にご満足いただける物流機能
　の提供してまいりました。　の提供してまいりました。
⑤　人材育成の強化⑤　人材育成の強化
　　当社の教育システムである『　　当社の教育システムである『CBCCBCアカデミー』が開講して二年目となりました。アカデミー』が開講して二年目となりました。
　本年度は論理思考やプレゼンテーションスキル、マーケティング知識、財務知識、　　本年度は論理思考やプレゼンテーションスキル、マーケティング知識、財務知識、　
　マネジメント能力開発などのプログラムを導入し、経営幹部候補を育成しておりま　　マネジメント能力開発などのプログラムを導入し、経営幹部候補を育成しておりま　
　す。講師による講義に加え　す。講師による講義に加えWebWebを使った自主学習も採り入れてスキル習得の効率的を使った自主学習も採り入れてスキル習得の効率的
　サポートを行ってまいりました。　サポートを行ってまいりました。
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　以上の結果、子会社７社を含めた連結の当期の売上高は　以上の結果、子会社７社を含めた連結の当期の売上高は1,3201,320億７千４百万円（前億７千４百万円（前
期比期比9595億９千５百万円増）、経常利益は億９千５百万円増）、経常利益は1010億３千５百万円（前期比６億７千７百万億３千５百万円（前期比６億７千７百万
円増）、当期純利益は５億４千３百万円（前期比円増）、当期純利益は５億４千３百万円（前期比6060億４千９百万円減）となりました。億４千９百万円減）となりました。

　セグメント別の売上におきましては、日用雑貨事業が　セグメント別の売上におきましては、日用雑貨事業が1,3101,310億３千９百万円（前年億３千９百万円（前年
同期比同期比7.97.9％増）、物流受託事業が％増）、物流受託事業が1010億３千５百万円となり、営業利益では、日用雑億３千５百万円となり、営業利益では、日用雑
貨事業が４億１千万円（前年同期比貨事業が４億１千万円（前年同期比215.4215.4％増）、物流受託事業が１千７百万円とな％増）、物流受託事業が１千７百万円とな
りました。りました。

　当社単独の業績におきましては、当期の売上高は　当社単独の業績におきましては、当期の売上高は1,0601,060億１千２百万円（前期比億１千２百万円（前期比22
33億４千２百万円増）、経常利益は５億３千２百万円（前期比２億８千１百万円増）、億４千２百万円増）、経常利益は５億３千２百万円（前期比２億８千１百万円増）、
当期純利益は３千８百万円（前期比当期純利益は３千８百万円（前期比6565億１千４百万円減）となりました。億１千４百万円減）となりました。

（次期の見通し）（次期の見通し）
　平成　平成2222年３月期の子会社を含めた連結業績予想については、売上高は年３月期の子会社を含めた連結業績予想については、売上高は1,3301,330億円億円
（前期比９億２千６百万円増）、経常利益は７億５千万円（前期比２億８千５百万円（前期比９億２千６百万円増）、経常利益は７億５千万円（前期比２億８千５百万円
　減）、当期純利益は４億５千万円（前期比９千３百万円減）を予定しております。　減）、当期純利益は４億５千万円（前期比９千３百万円減）を予定しております。
　また、単独業績予想については、売上高は　また、単独業績予想については、売上高は1,0611,061億円（前期比８千７百万円増）、億円（前期比８千７百万円増）、
経常利益は３億５千万円（前期比１億８千２百万円減）、当期純利益は２億円（前期経常利益は３億５千万円（前期比１億８千２百万円減）、当期純利益は２億円（前期
比１億６千１百万円増）を予定しております。経常利益の減少は長期的、かつ抜本的比１億６千１百万円増）を予定しております。経常利益の減少は長期的、かつ抜本的
なコスト削減を目的とした、大型物流センター（久喜ＬＣ）をはじめとしたセンターなコスト削減を目的とした、大型物流センター（久喜ＬＣ）をはじめとしたセンター
機能への投資によるものであります。機能への投資によるものであります。
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②② 連結財政状態連結財政状態

　流動資産は、前連結会計年度末比　流動資産は、前連結会計年度末比8686億７千万円減少し、億７千万円減少し、277277億５千２百万円なりま億５千２百万円なりま
した。これは主として、現金及び預金が配当金の支払、自己株式の取得、法人税等の支した。これは主として、現金及び預金が配当金の支払、自己株式の取得、法人税等の支
払で９３億３千２百万円減少したことによります。払で９３億３千２百万円減少したことによります。
　固定資産は、前連結会計年度末比７億４千３百万円増加の　固定資産は、前連結会計年度末比７億４千３百万円増加の139139億１千１百万円とな億１千１百万円とな
りました。これは主として、東大阪ロジスティクスセンターの土地、建物を購入したこりました。これは主として、東大阪ロジスティクスセンターの土地、建物を購入したこ
とによるものであります。とによるものであります。
　以上の結果、当第４四半期連結会計期間末の総資産合計は、前連結会計年度比　以上の結果、当第４四半期連結会計期間末の総資産合計は、前連結会計年度比7979億億
２千９百万円減少の２千９百万円減少の416416億６千７百万円（前連結会計年度比億６千７百万円（前連結会計年度比16.016.0％減）となりました。％減）となりました。

　負債合計は、前連結会計年度末比　負債合計は、前連結会計年度末比6969億６千３百万円減少の億６千３百万円減少の286286億９千万円となりま億９千万円となりま
した。これは主として、短期借入金がした。これは主として、短期借入金が1212億円減少したことと、未払法人税等が億円減少したことと、未払法人税等が5555億３億３
千５百万円減少したことによるものであります。千５百万円減少したことによるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末比９億６千６百万円減少の　純資産合計は、前連結会計年度末比９億６千６百万円減少の129129億７千７百万円億７千７百万円
（前連結会計年度比（前連結会計年度比6.96.9％減）となりました。これは主として、特別配当を実施したこ％減）となりました。これは主として、特別配当を実施したこ
と等により、利益剰余金が５億２千６百万円、その他有価証券評価差額金が１億６千８と等により、利益剰余金が５億２千６百万円、その他有価証券評価差額金が１億６千８
百万円減少し、自己株式が２億６千３百万円増加したことによるものであります。百万円減少し、自己株式が２億６千３百万円増加したことによるものであります。

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物　当連結会計年度末における現金及び現金同等物((以下「資金」という以下「資金」という))は、前連結会計は、前連結会計
年度に比べ年度に比べ9393億３千１百万円減少し、億３千１百万円減少し、1010億４千６百万円となりました。億４千６百万円となりました。
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6.6. 20092009年年33月期月期 決算決算 連結財務連結財務諸表諸表

①① 連結貸借対照表連結貸借対照表

--7,9207,920

--966966

--168168

--798798

--6,9636,963

--1212

--6,9516,951

--7,5537,553

--22

+744+744

--8,6708,670

増減額増減額

33.3%33.3%13,91113,91126.5%26.5%13,16713,167Ⅱ　固定資産Ⅱ　固定資産

66.5%66.5%27,75227,75273.4%73.4%36,42236,422Ⅰ　流動資産Ⅰ　流動資産

（資産の部）（資産の部）

0.0%0.0%440.0%0.0%66Ⅲ　繰延資産Ⅲ　繰延資産

構成比構成比金　額金　額構成比構成比金　額金　額

（負債の部）（負債の部）

100.0%100.0%41,67741,677100.0%100.0%49,59749,597資産合計資産合計

6.1%6.1%2,5522,5525.2%5.2%2,5642,564Ⅱ　固定負債Ⅱ　固定負債

62.7%62.7%26,13826,13866.7%66.7%33,08933,089Ⅰ　流動負債Ⅰ　流動負債

（純資産の部）（純資産の部）

68.8%68.8%28,69028,69071.9%71.9%35,65335,653負債合計負債合計

0.2%0.2%99990.5%0.5%267267Ⅱ　評価・換算差額等Ⅱ　評価・換算差額等

30.8%30.8%12,87712,87727.6%27.6%13,67513,675Ⅰ　株主資本Ⅰ　株主資本

31.1%31.1%12,97712,97728.1%28.1%13,94313,943純資産合計純資産合計

100.0%100.0%49,59749,597

前連結会計年度前連結会計年度

（平成（平成2020年年33月月3131日）日）

100.0%100.0%41,67741,677

当連結会計年度当連結会計年度
（平成（平成2121年年33月月3131日）日）

負債純資産合計負債純資産合計

（単位：（単位：百万円百万円））
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②② 連結損益計算書連結損益計算書

--6,0496,049

--5,8665,866

--11,91511,915

--1,9671,967

--14,56014,560

+677+677

--249249

++193193

++235235

++1,0861,086

++1,3221,322

++6868

++1,3901,390

+8,217+8,217

++9,5959,595

増減額増減額

0.6%0.6%90890810.4%10.4%12,82312,823税金等調整前当期純利益税金等調整前当期純利益

0.1%0.1%1701701.7%1.7%2,1372,137Ⅶ　特別損失Ⅶ　特別損失

13.5%13.5%17,96017,96013.5%13.5%16,57016,570売上総利益売上総利益

86.4%86.4%114,113114,11386.4%86.4%105,896105,896Ⅱ　売上原価Ⅱ　売上原価

100.0%100.0%132,074132,074100.0%100.0%122,479122,479Ⅰ　売上高Ⅰ　売上高

0.0%0.0%5656--0.0%0.0%--1212　　　返品調整引当金等　　　返品調整引当金等

構成比構成比金　額金　額構成比構成比金　額金　額

13.5%13.5%17,90417,90413.5%13.5%16,58216,582差引売上総利益差引売上総利益

0.2%0.2%2822820.0%0.0%4747営営 業業 利利 益益

13.3%13.3%17,62117,62113.5%13.5%16,53516,535Ⅲ　販売費及び一般管理費Ⅲ　販売費及び一般管理費

0.2%0.2%3763760.5%0.5%625625Ⅴ　営業外費用Ⅴ　営業外費用

0.8%0.8%1,1291,1290.7%0.7%936936Ⅳ　営業外収益Ⅳ　営業外収益

0.0%0.0%424211.9%11.9%14,60214,602Ⅵ　特別利益Ⅵ　特別利益

0.7%0.7%1,0351,0350.2%0.2%358358経経 常常 利利 益益

0.2%0.2%3643645.0%5.0%6,2306,230　　　法人税等調整額　　　法人税等調整額

5.3%5.3%6,5926,592

前連結会計年度前連結会計年度

（自　平成（自　平成1919年年44月月11日　　日　　

至　平成至　平成2020年年33月月3131日日））

0.4%0.4%543543

当連結会計年度当連結会計年度

（自　平成（自　平成2020年年44月月11日　　日　　

至　平成至　平成2121年年33月月3131日日））

当期純利益当期純利益

（単位：（単位：百万円百万円））
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③株主資本等変動計算書（連結③株主資本等変動計算書（連結））-- 11

株主資本株主資本 以以 外外 のの 項項 目目 のの 連結連結

会計年度中会計年度中の変動額の変動額 （純額）（純額）

0000△△00自自 　　 己己 　株　株 　式　式 　の　の 　処　処 　分　分

自自 　　 己己 　株　株 　式　式 　の　の 　取　取 　得　得

当当 　　　　 期期 　　　　 純純 　　　　 利　利　 　　 益益

剰　剰　 余余 　　 金金 　　 のの 　　 配配 　　 当当

△△279279

△△263263

△△263263

△△1616

自自 己己 株株 式式

12,87712,877

△△798798

△△263263

543543

△△1,0791,079

13,67513,675

株主資本合計株主資本合計

10,27710,277

△△535535

543543

△△1,0791,079

10,76210,762

利利 益益 剰剰 余余 金金

1,3211,321

△△00

1,3211,321

資資 本本 剰剰 余余 金金

1,6081,608

－－

1,6081,608

資資 本本 金金

株　　　　主　　　　資　　　　本株　　　　主　　　　資　　　　本

平　成　平　成　2020　年　　年　33　月　　月　3131　日　　日　 残残　高　高

連連 結結 会会 計計 年年 度度 中中 のの 変変 動動 額額

連連 結結 会会 計計 年年 度度 中中 のの 変変 動動 額額 合合 計計

平　成　平　成　2121　年　　年　33　月　　月　3131　　日日 　残　高　残　高

（単位：千円）（単位：千円）
＜自　平成＜自　平成2020年年44月月11日　　至　平成日　　至　平成2121年年33月月3131日日＞＞
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（単位：千円）（単位：千円）
＜自　平成＜自　平成2020年年44月月11日　　至　平成日　　至　平成2121年年33月月3131日日＞＞

9999

△△ 166166

△△ 166166

266266

その他有価証券その他有価証券
評評 価価 差差 額額 金金

評　価　・　換　算　差　額　等評　価　・　換　算　差　額　等

－－

△△ 00

△△ 00

00

繰延ヘッジ損益繰延ヘッジ損益

9999

△△ 167167

△△ 167167

267267

評評 価価 ・・ 換換 算算

差差 額額 等等 合合 計計

純資産合計純資産合計

00自自 　　 己己 　株　株 　式　式 　の　の 　処　処 　分　分

株主資本株主資本 以以 外外 のの 項項 目目 のの 連結連結

会計年度中会計年度中の変動額の変動額 （純額）（純額）

自自 　　 己己 　株　株 　式　式 　の　の 　取　取 　得　得

当当 　　　　 期期 　　　　 純純 　　　　 利　利　 　　 益益

剰　剰　 余余 　　 金金 　　 のの 　　 配配 　　 当当

12,97712,977

△△966966

△△ 167167

△△ 263263

543543

△△ 1,0791,079

13,94313,943平　成　平　成　2020　年　　年　33　月　　月　3131　日　　日　 残残　高　高

連連 結結 会会 計計 年年 度度 中中 のの 変変 動動 額額

連連 結結 会会 計計 年年 度度 中中 のの 変変 動動 額額 合合 計計

平　成　平　成　2121　年　　年　33　月　　月　3131　　日日 　残　高　残　高

③株主資本等変動計算書（連結③株主資本等変動計算書（連結））-- 22


